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カジノ解禁推進法の撤回とカジノ推進の中止を求める意見書 

上記事項に関し、別紙のとおり意見書を提出することについて議会の議決を

求める。 
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カジノ解禁推進法の撤回とカジノ推進の中止を求める意見書 

 カジノを中心にホテル、商業施設、展示場などの大型施設を併設する統合型

リゾート（ＩＲ施設）を積極的に推進するためのカジノ解禁推進法（特定複合

観光施設区域の整備の推進に関する法律）の採決が強行され、国会を通過しま

した。 

 政府は、「日本再興戦略」でＩＲを観光振興策としています。しかし、そも

そもカジノは賭博であり、賭博は歴史的に多くの重大犯罪を誘発し、多くの人々

の不幸を招いてきたことで、刑法で厳しく禁止された犯罪です。カジノ解禁推

進法は、公的主体に限定的に認められてきた賭博を、歴史上初めて民間にも解

禁する道を開こうとするものです。 

 またカジノの合法化については、反社会的勢力の介入、多重債務問題の発生、

青少年への悪影響、すでに５３６万人も存在する日本のギャンブル依存症患者

の増大など、様々な問題が懸念されます。 

 世論調査でも「カジノ解禁に反対」が約６割になるなど、大多数の国民も反

対している中で、このような法律を短時間の審議で強行採決したことは許され

ません。 

 ついては、国におかれては、カジノ解禁推進法を撤回するよう強く求めます。

そして政府は、同法にもとづくカジノ解禁のためのすべての措置を行なわない

ことを求めるものです。 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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